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   令和５年度諫早市新生活支援補助金交付要領  

 

１  目的  

  市は、新生活の開始に係る支援を行うことにより、人口減少が

特に 課 題と な って いる 地 域の 少 子化 対策 を 強化 す るた め、 諫 早 市

新生 活 支援 補 助金 （以 下 「補 助 金」 とい う 。） を 交付 する も の と

し、 そ の交 付 につ いて は 、 諫 早 市補 助金 等 交付 規 則（ 平成 １ ７ 年

規則 第 ５３ 号 。以 下「 規 則」 と いう 。） 及 びこ の 要領 の定 め る と

ころによる。  

２  定義  

  こ の 要 領 に お け る 用 語 の 意 義 は 、 次 の (1)か ら (8)ま で に 定 め る

ところによる。  

 (1) 住 居 費  新 た に 住 宅 を 取 得 し 、 又 は 賃 借 す る 際 に 要 し た 費

用 で あ っ て 、 住 宅 の 取 得 費 又 は 賃 料 、 敷 金 、 礼 金 、 共 益 費 及

び 仲 介 手 数 料 の 費 用 を 合 計 し た 金 額 を い う 。 た だ し 、 補 助 対

象 世 帯 に 属 す る 者 が 勤 務 す る 事 業 所 か ら 住 居 の 賃 借 に 係 る 手

当が支給されている場合にあっては、当該手当分を除く。  

 (2) 引 越 費 用  引 越 業 者 又 は 運 送 業 者 へ の 支 払 に 係 る 費 用 を い

う。  

 (3) 改 修 費  新 生 活 の 開 始 に 伴 う 住 宅 の 改 修 に 要 し た 費 用 を い

う。  

 (4) 増 築 費  新 生 活 の 開 始 に 伴 う 住 宅 の 増 築 に 要 し た 費 用 を い

う。  

 (5) 指 定 地 域  大 草 小 学 校 区 域 、 伊 木 力 小 学 校 区 域 及 び 飯 盛 西

小学校区域をいう。  

(6) 夫 婦 世 帯  夫 婦 の 双 方 又 は 一 方 が 指 定 地 域 に 転 入 又 は 転 居

し た 日 （ 新 婚 世 帯 に あ っ て は 婚 姻 日 ） に お け る 夫 婦 の 合 計 年 齢

が８０歳以下の世帯をいう。  

(7) 子 育 て 世 帯  小 学 生 以 下 の 子 ど も （ 胎 児 を 含 む 。 ） が い る

世帯をいう。  
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 (8) 新 婚 世 帯  令 和 ５ 年 ３ 月 １ 日 か ら 令 和 ６ 年 ３ 月 ３ １ 日 ま で

の間に婚姻届を提出し、受理された夫婦を含む世帯をいう。  

３  補助対象世帯、補助対象経費及び補助額  

  補助対象世帯、補助対象経費及び補助額は、別表のとおりとす

る。  

４  補助金の交付申請  

  補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）

は、諫早市新生活支援補助金交付申請書（様式第１号）に、次に

掲げる書類を添えて、令和６年３月３１日までに市長に提出しな

ければならない。ただし、夫婦世帯及び子育て世帯のうち、夫婦

双方の婚姻日における年齢が３９歳以下である新婚世帯を除く世

帯 に つ い て は (1)及 び (2)の 書 類 の 提 出 は 不 要 と し 、 令 和 ４ 年 度 に

おいて諫早市新生活支援補助金の交付を受けていた世帯 について

は (7)以外の書類の提出を省略することができる。  

(1) 夫婦の双方の所得証明書  

 (2) 貸 与 型 奨 学 金 の 返 済 額 が 分 か る 書 類 の 写 し （ 現 に 貸 与 型 奨

学金の返済を行っている場合に限る。）  

(3) 住 宅 の 売 買 契 約 書 又 は 工 事 請 負 契 約 書 の 写 し （ 新 た に 住 宅

を取得した場合に限る。）  

 (4) 住 宅 の 賃 貸 借 契 約 書 の 写 し （ 新 た に 住 宅 を 賃 借 す る 場 合 に

限る。）  

 (5) 住 宅 手 当 支 給 証 明 書 （ 様 式 第 ２ 号 ） （ 新 た に 住 宅 を 賃 借 す

る場合に限る。）  

 (6) 住 宅 の 改 修 若 し く は 増 築 に 係 る 見 積 書 又 は 工 事 請 負 契 約 書

等の写し（住宅を改修又は増築する場合に限る。）  

 (7) 住 居 費 、 引 越 費 用 、 改 修 費 及 び 増 築 費 に 係 る 領 収 書 等 の 写

し  

 (8) 戸籍謄本  

 (9) 世帯全員の住所が指定地域内となっている住民票の写し  

 (10) 市税等の滞納がないことを証明する書類  
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 (11) その他市長が必要と認める書類  

５  世帯の所得の算出方法  

世帯の所得は、所得証明書をもとに、申請日の属する年 度の前

年（申請日の属する月が４月又は５月の場合にあっては、前々年）

の夫婦の所得を合算した額とする。ただし、夫婦の双方又は一方

が貸与型奨学金（公的団体又は民間団体から学生の修学又は生活

のために貸与された資金をいう。）の返済を現に行っている場合

にあっては、所得証明書をもとに算出した世帯の所得から貸与型

奨 学 金 の 年 間 返 済 額 （ 申 請 日 か ら 遡 っ て １ 年 以 内 の 返 済 額 に 限

る。）を控除した額とする。  

６  補助金の交付決定  

  市長は、４の規定による申請があった場合は、その内容を審査

の上、補助金の交付の可否を決定し、諫早市新生活支援補助金交

付決定通知書（様式第３号）により、申請者に通知するものとす

る。  

７  申請事項の変更及び承認  

 (1) 申請事項の変更  

   補 助 金 の 交 付 の 決 定 を 受 け た 者 （ 以 下 「 補 助 対 象 者 」 と い

う 。 ） は 、 そ の 申 請 事 項 に 変 更 が 生 じ た 場 合 は 、 速 や か に 、

諫 早 市 新 生 活 支 援 補 助 金 変 更 承 認 申 請 書 （ 様 式 第 ４ 号 ） に 、

４ の (1)か ら (11)ま で に 掲 げ る 書 類 の う ち 、 当 該 変 更 に 係 る 書 類

を添えて、市長に提出し、その承認を得なければならない。  

 (2) 申請事項の承認  

   市 長 は 、 (1)の 規 定 に よ る 申 請 が あ っ た 場 合 は 、 そ の 内 容 を

審 査 し 、 当 該 変 更 の 内 容 が 適 当 で あ る と 認 め る と き は 、 諫 早

市 新 生 活 支 援 補 助 金 変 更 承 認 通 知 書 （ 様 式 第 ５ 号 ） に よ り 、

当該補助対象者に通知するものとする。  

８  補助金の請求  

  補 助 対 象 者 又 は ７ の (2)の 規 定 に よ り 補 助 金 の 変 更 承 認 を 受 け

た者は、諫早市新生活支援補助金交付請求書（様式第６号）を市
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長に提出しなれければならない。  

９  手続の省略  

  規則第２２条の規定により、規則第１４条の規定による実績報

告書の提出及び規則第１５条の規定による補助金等の額の確定通

知は、省略するものとする。  

１０  報告及び立入調査  

市長 は 、 この 要 領 によ る 補 助金 の 交 付の 対 象 とな る 事 業 （ 以下

「事 業 」と い う。 ） が 適 切に 実 施さ れた か どう か を確 認す る た め

必要 が ある と 認め ると き は、 補 助対 象者 に 事業 に 関す る報 告 を 求

め、又は立入調査を行うことができるものとする。  

１１  補助金の交付決定の取消し  

  市 長 は 、 補 助 対 象 者 が 次 の (1)か ら (3)ま で の い ず れ か に 該 当 す

るときは、補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消すことが

できる。  

 (1) 虚 偽 そ の 他 の 不 正 な 手 段 に よ り 、 補 助 金 の 交 付 を 受 け た と

き。  

 (2) この要領に違反する行為があったとき。  

 (3) その他市長が適当でないと認めたとき。  

１２  補助金の返還  

  補 助 金 の 交 付 を 受 け た 者 は 、 次 の (1)か ら (6)ま で の い ず れ か に

該 当 す る と き は 速 や か に 市 に 報 告 し 、 当 該 (1)か ら (6)ま で に 定 め

る額を返還しなければならない。ただし、雇用企業の倒産、災害、

病気等のやむを得ない事情があるものとして市長が認める場合は、

この限りでない。  

 (1) 虚 偽 そ の 他 の 不 正 な 手 段 に よ り 、 補 助 金 の 交 付 を 受 け た と

き  全額  

 (2) 補 助 金 の 申 請 日 か ら １ 年 以 内 に 生 活 の 本 拠 を 申 請 時 の 住 居

から異動したとき  全額   

 (3) 補 助 金 の 申 請 日 か ら １ 年 を 超 え ２ 年 以 内 に 申 請 時 の 住 居 か

ら生活の本拠を異動したとき  補助金の５分の４の額   
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 (4) 補 助 金 の 申 請 日 か ら ２ 年 を 超 え ３ 年 以 内 に 申 請 時 の 住 居 か

ら生活の本拠を異動したとき  補助金の５分の３の額   

 (5) 補 助 金 の 申 請 日 か ら ３ 年 を 超 え ４ 年 以 内 に 申 請 時 の 住 居 か

ら生活の本拠を異動したとき  補助金の５分の２の額   

(6) 補 助 金 の 申 請 日 か ら ４ 年 を 超 え ５ 年 以 内 に 申 請 時 の 住 居 か

ら生活の本拠を異動したとき  補助金の５分の１の額  

１３  その他  

  この要領に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項

は、別に定める。   
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別表  

区分 補助対象世帯 
補助対象

経費 
補助額 

夫 婦

世帯 

次に掲げる全ての要件（新婚世帯にあっ

ては、(1)を除く。）を満たすものとす

る。 

(1) 夫婦の双方又は一方の転入前又は

転居前の住所が、指定地域外にあるこ

と。 

(2) 世帯全員の住所が令和５年３月１

日以後に指定地域内にあること。 

(3) 対象となる住居が指定地域内にあ

ること。 

(4) 生活保護法（昭和２５年法律第１

４４号）による住宅扶助その他公的制

度による家賃補助を受けていないこ

と。 

(5) 市税等を滞納していないこと。 

(6) 諫早市暴力団排除条例（平成２４

年条例第２０号）第２条第２号に規定

する暴力団員でないこと。 

(7) 補助金の申請日から５年以上、指

定地域に継続して居住する意思を有し

ていること。 

(8) 過去にこの要領に基づく補助を受

けた者がいないこと。 

令和５年

４月１日

から令和

６年３月

３１日ま

での期間

に支払が

完了して

いる住居

費、引越

費用、改

修費及び

増築費と

する。 

住居費、引越

費用、改修費

及び増築費を

合 計 し た 額

（ 当 該 額 に

１，０００円

未満の端数が

あるときは、

これを切り捨

て た 額 ） と

し、１世帯当

たり５０万円

（夫婦の双方

又は一方が市

外からの転入

者である場合

は １ ０ ０ 万

円）を上限と

す る 。 た だ

し、夫婦の双

方の婚姻日に

おける年齢が

２９歳以下、

かつ、世帯の

所得が５００

万円未満の新

婚世帯である
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ときは６０万

円（夫婦の双

方又は一方が

市外からの転

入者であると

きは１２０万

円）を上限と

する。 

    子 育

て 世

帯 

次に掲げる全ての要件（新婚世帯にあっ

ては、(1)を除く。）を満たすものとす

る。 

(1) 夫婦の双方又は一方の転入前又は

転居前の住所が、指定地域外であるこ

と。 

(2) 世帯全員の住所が令和５年３月１

日以後に指定地域内にあること。 

(3) 対象となる住居が指定地域にある

こと。 

(4) 生活保護法による住宅扶助その他

公的制度による家賃補助を受けていな

いこと。 

(5) 市税等を滞納していないこと。 

(6) 諫早市暴力団排除条例第２条第２

号に規定する暴力団員でないこと。 

(7) 補助金の申請日から５年以上、指

定地域に継続して居住する意思を有し

ていること。 

(8) 過去にこの要領に基づく補助を受

けた者がいないこと。 

令和５年

４月１日

から令和

６年３月

３１日ま

での期間

に支払が

完了して

いる住居

費、引越

費用、改

修費及び

増築費と

する。 

住居費、引越

費用、改修費

及び増築費を

合 計 し た 額

（ 当 該 額 に

１，０００円

未満の端数が

あるときは、

これを切り捨

て た 額 ） と

し、１世帯当

たり７５万円

（父母の双方

又は一方が市

外からの転入

者であるとき

は １ ５ ０ 万

円、父母の双

方が指定地域

内に居住して

いる新婚世帯
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であるときは

５０万円。た

だし、父母の

双方が指定地

域内に居住し

ている新婚世

帯であって、

父母の双方の

婚姻日におけ

る年齢が２９

歳 以 下 、 か

つ、世帯の所

得が５００万

円未満である

ときは６０万

円。）を上限

とする。 

     備考 

  １ 諫早市移住支援金との併用は、不可とする。 

  ２ 改修費及び増築費について、改修又は増築する家屋の所有者が申請

者の３親等以内の親族である場合は、補助対象経費としない。 

  ３ 改修費及び増築費について、施工業者に依頼して改修又は増築を行

う場合は、当該施行業者が市内に本店、支店、営業所等を有する法人

又は個人事業者である場合に限り補助対象経費とするものとする。た

だし、特段の事情がある場合には、この限りでない。 

  ４ 改修費及び増築費について、施行業者に依頼せず、補助対象者が自

ら又は家族、友人等に依頼して改修する場合は、材料費のみを補助対

象経費とするものとする。 

  ５ 改修費及び増築費について、賃借した住宅を改修又は増築する場合

は、住宅賃貸借契約書等により修繕費用負担が借主側にあることがわ
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かる場合に限り補助対象経費とする。 

  ６ 住居費は、最初にその月分の家賃月額の全額を支払った当該月（前

年度から引き続き補助金の交付を受けようとする者にあっては、前年

度の補助金の交付を開始した月）から起算して、最大１２月を補助対

象とする。 


